


　
DPI（障害者インターナショナル）日本会議は、1986年の結成以降、障害当事者が主体となり、国内外においてすべての障害者の権利確立と、自立した個人としての生活を保障する社会を創ることを目標として、制度・政策に対する提言等の活動と国際交流を積極的に展開しています。

　DPI日本会議は、毎年、全国の都市を持ち回りで、その地域の障害当事者等の仲間や自治体の協力や支援を得ながら、全国集会を開催しています。
本年は「障害者権利条約に沿った社会へ～おいでんか　癒やしの愛媛に～」というテーマを掲げ、5月30日(木)、31日(金)に、本集会で初めての四国開催が実現しました。目下、DPI日本会議と地元の実行委員会において準備を進めております。

　さて、昨今の私たち障害を持つ者を取り巻く状況は、インクルーシブとは言い難い様相を呈しています。優生保護法下での強制不妊手術被害者による国を相手取った裁判が、全国７地裁で進められておりますが、国会で議論されていた「救済法」は、私たちの求めるものとはかなりの差がある内容となりそうで、今後も、裁判「国の責任と被害者が納得できる賠償額が認定」されるよう、支援していかなければなりません。
また、呆れ果てるほどの官公庁による障害者雇用水増し問題は、民間に課していた障害者雇用促進が、監督する行政においては、全く無視されてきたという、深刻な障害者差別、蔑視が根底にあったことが露呈しました。遅まきながら2019年度からの障害者雇用率達成のために動き出してはいますが、雇用率を達成することはもちろんですが、雇用された障害を持つ仲間たちが、十分な周りの理解を基本に、安心して力を発揮できる環境や条件整備を、個別に丁寧に進めることが何より重要であることも、引き続き訴え、監視していかなければなりません。
そして来年2020年には、障害者権利条約の日本政府の国家報告の審査(建設的対話)が行われますが、そのためのパラレルレポートが、DPI日本会議も参加しているJDFで作成され大詰めを迎えています。今年9月には事前質問項目と国別報告者名（日本の審査担当者）が公表されます。2020年の建設的対話後、私たちが国に強く改善を求めて欲しい内容で、国連からの強い勧告が出されるよう、各地域、団体でも、ご理解とご協力いただかなければなりません。
今集会でも、全体会や各分科会で、これらの課題について、深い議論が多角的にできるものと思います。

さて、2020年はオリンピック・パラリンピックの年です。多くの国から障害を持つアスリートだけでなく、その家族、仲間たちが関東だけでなく、四国など日本各地を旅行することでしょう。その際、不快な思いをせず、日本を満喫していただくためには、バリアフリー・ＵＤの視点で町の施設や公共交通機関の改善・改良を今一度求めていかなければなりません。
　最後に、地元愛媛や四国の皆さんのご努力により、「松山」という地で今集会を開催できることを感謝し、障害者権利条約が求めるインクルーシブ社会に一歩ずつ確実に近づいていけるよう、今集会で確認していければと思います。松山大会で多くの仲間や支援者の皆さんと集い、学びを深めていくことを楽しみにしております。多くの皆さんのご参加をお待ちしております。
第35回DPI日本会議全国集会in松山開催趣意書　
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